
２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

住民票・戸籍等発行件数 0 0 0 6

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

世帯数 世帯 0 0 0 30,536 0 0 0

対
象
指
標

人口 人 0 0 0 76,865 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

4,107 0 0 0

0 0 0 0

窓口での住民票等の発行件数 0 0 0

0 0 0

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 1,709 0 0

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 0 0 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.000 0 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00 0 0.00 0 0.00 0

1,709 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 1,709 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ハローワーク、ホームページ等で公募し採用する。
公募のあった中から面接を実施し1名を採用した。

⑥
活動
指標

窓口での住民票等の発行件数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住所登録をしたことがあるもの
④

対象
指標

人口 人
世帯数 世帯

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

窓口業務の混雑緩和、住民サービスの向上を図る。
⑤

成果
指標

住民票・戸籍等発行件数

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
茨城県雇用創出等基金事業に基づき、
市民課窓口業務の混雑緩和、住民サー
ビスの向上を図るため窓口対応事務に
従事する。

窓口業務の混雑緩和、住民サービスの向上を図る。 社会保険料　220,597円　賃金
1,488,300円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費000800000　緊急雇用（住民基本台帳事務補助事業） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　

H26 H27 共催者・関係団体
小施策 04　行政事務の効率化・高度化の促進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

　
重要事務事業 　

　
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名
緊急雇用（住民基本台帳事務補助
事業）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001097



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

6,600 6,600

郵送申請件数 件 2,138 3,620 3,801 5,241 3,600 3,600 3,600

0

成
果
指
標

戸籍関係発行件数 件 25,409 21,927 22,095 0

0 0 0 0

22,000 22,000 22,000

公用申請発行件数 件 5,469 6,589 5,274 4,670 6,600

活
動
指
標

35,060

戸籍人口 人 87,267 86,729 86,554 85,769 86,280 86,280 86,280

対
象
指
標

戸籍数 件 35,050 35,063 35,087 35,017 35,060 35,060

0 0

0 0 0 0 0 0 0

郵送申請件数 件 2,138 3,620 3,801 5,241 3,600 3,600 3,600

22,731 22,000 22,000 22,000

公用申請発行件数 件 5,469 6,589 5,274 4,670

戸籍関係発行件数 件 25,409 21,927 22,095

6,600 6,600 6,600

804

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 19,925 16,090 9,024 8,978 804 804

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 7,650 6,113 7,831 8,203 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 1,576 1,948 0 0

0.834 6,255 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 1.02 7,650 0.82 6,113 0.83 6,255

775 804 804 804

0 0

事業費計（ア） 千円 12,275 9,977 1,193

一般財源 千円 12,275 9,977 0 30 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 1,121 745 734 734 734

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 72 0 70 70 70

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

法律に基づき、申請の内容を審査し、申請に合致し
た証明書を交付する。

⑥
活動
指標

戸籍関係発行件数 件
公用申請発行件数 件
郵送申請件数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に本籍がある者
④

対象
指標

戸籍数 件
戸籍人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

証明書を交付し、身分を証明し利用者の利便性を図
る

⑤
成果
指標

戸籍関係発行件数 件
公用申請発行件数 件
郵送申請件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　笠間市に戸籍がある方からの窓口・郵
送等申請に応じて、戸籍・除籍・改製原
戸籍謄・抄本等を交付する。
戸籍謄抄本手数料　　　　　４５０円
除・原戸籍謄抄本手数料　　７５０円

申請に応じて、証明書を交付する。

申請に応じて、証明書を交付する。 申請に応じて、証明書を交付する。 申請に応じて、証明書を交付する。

旅 費　　　41,340円
消耗品費　703,532円
負担金　　 30,200円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費001200000　戸籍謄本・抄本交付事務 根拠法令 戸籍法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S22 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独 法務省
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 戸籍謄本・抄本交付事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001101



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

限られた人数、及びスペースの中でより効果的な職場環境になることが
予想される。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

大幅なレイアウトの変更 番号札を取った時に、音の出る大きめの
交付機を設置する。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

マイナンバー業務の追加により、常に効率性を考えていく必要がある。有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
窓口のレイアウト変更により、窓口対応がスムーズになり、窓口での混雑が緩和されること
が予想される。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
必要経費のため、これ以上削減余地はない。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

戸籍人口は、５年前とほとんど変化なし。渉外婚姻が増加し外国人からの証明発行請求が増えている。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
戸籍に関する事務は、地方自治法第2条第9項第1号に規定する法定受託事務であり、人
の身分関係を登録し公証する重要な業務である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

360 360

他市町村から送付 件 1,491 1,500 1,358 1,413 1,500 1,500 1,500

0

成
果
指
標

本籍受理 件 2,181 2,144 2,163 1,323

0 0 0 0

2,150 2,150 2,150

非本籍受理 件 368 361 388 299 360

活
動
指
標

35,063

本籍人口数 人 87,267 86,729 86,280 85,769 86,729 86,729 86,729

対
象
指
標

本籍数 件 35,050 35,063 35,060 35,017 35,063 35,063

0 0

0 0 0 0 0 0 0

戸籍処理件数 件 4,040 4,005 3,909 3,035 4,050 4,050 4,050

462 600 600 600

戸籍全部消除件数 件 616 581 592 448

新本籍編製数 件 617 594 589

590 590 590

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 8,949 5,263 17,678 17,753 0 0

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 8,550 4,950 17,678 17,753 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

2.367 17,753 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 1.14 8,550 0.66 4,950 2.36 17,678

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 399 313 0

一般財源 千円 399 313 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受理した届書に基づき、戸籍を記載し、関係市町村
に届書を発送し、法務局に送達する。

⑥
活動
指標

新本籍編製数 件
戸籍全部消除件数 件
戸籍処理件数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

戸籍の届出をする者
④

対象
指標

本籍数 件
本籍人口数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

各種届書を受理審査し、適正に処理する。
⑤

成果
指標

本籍受理 件
非本籍受理 件
他市町村から送付 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
窓口申請や郵送で他市町村から送付さ
れた各種戸籍の届出を受付し、審査受
理する。

　届書の内容を審査して受理した後、戸籍記載をし関係市町村に
書類を送付する。また、月ごとに受理した本籍分の届書を法務局
に進達する。

届書の内容を審査して受理した後、戸籍
記載をし関係市町村に書類を送付す
る。また、月ごとに受理した本籍分の届
書を法務局に進達する。

届書の内容を審査して受理した後、戸籍
記載をし関係市町村に書類を送付す
る。また、月ごとに受理した本籍分の届
書を法務局に進達する。

届書の内容を審査して受理した後、
戸籍記載をし関係市町村に書類を
送付する。また、月ごとに受理した本
籍分の届書を法務局に進達する。

事業経費なし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 戸籍法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S22 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独 法務省
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 戸籍各種届出受付審査事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

3,000 3,000

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

住民票等発行件数 件 37,952 36,372 33,664 32,029

0 0 0 0

36,000 36,000 36,000

公用申請住民票等発行件数 件 3,293 3,075 3,470 1,562 3,000

活
動
指
標

78,000

世帯数 戸 29,773 28,523 30,161 30,536 30,000 30,000 30,000

対
象
指
標

人口 人 78,279 77,723 78,710 76,865 78,000 78,000

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

32,029 35,000 35,000 35,000

公用申請住民票等発行件数 件 3,293 3,075 3,470 1,562

住民票等発行件数 件 37,952 36,372 33,664

3,000 3,000 3,000

6,480

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 9,862 8,403 9,971 12,790 24,480 24,480

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 9,525 8,228 7,716 9,294 6,480

他課の協力分 千円 0 0 0 0

6,480 6,480

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 2,664 0 0 0

0.864 6,480

時間外 千円 0 0 1,086 0 0 0

0.884 6,630 0.864 6,480 0.864 6,480職員割合 千円 1.27 9,525 1.10 8,228 0.88 6,630

3,496 18,000 18,000 0

18,000 0

事業費計（ア） 千円 337 175 2,255

一般財源 千円 337 175 0 0 18,000

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 2,255 3,023 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 385

県支出金 千円 0 0 0 88 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

窓口・郵送申請により、各種証明書を交付する。
⑥

活動
指標

住民票等発行件数 件
公用申請住民票等発行件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住民登録をしたことがある者
④

対象
指標

人口 人
世帯数 戸

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

証明書の交付を迅速かつ正確に行い、利用者の利
便性を図る。

⑤
成果
指標

住民票等発行件数 件
公用申請住民票等発行件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
窓口・郵送申請により、各種証明書を交
付する。 窓口総合案内 住民票抄本手
数料　　　　３００円 住民票謄本手数料
３００円６００円 戸籍附票手数料
３００円

申請に応じて、証明書を交付する。 委託可能な事務について検
討する。

申請に応じて、証明書を交付する。 委
託可能な事務について検討する。

申請に応じて、証明書を交付する。 委
託可能な事務について検討する。

申請に応じて、証明書を交付する。
委託可能な事務について検討す
る。

3,495,754円
内訳　　賃金　　2,664,150円
旅費　4,380円　　消耗品費
209,477円　　印刷製本費
125,550円　　　通信運搬費
258,000円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費000300000　住民基本台帳証明交付事務 根拠法令 住民基本台帳法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 公共サービス改革基本方針
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

‐ 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 住民基本台帳証明交付事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001071



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

マイナンバーカード普及を視野に入れた改善策を検討し、限られた人
数及びスペースの中で、より効率的な職場環境になることが予想され
る。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

総合的な窓口での事務の流れについて再
考察を用する。

番号札を取った時に、音の出る大きめの
交付機を設置する。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

現状にこだわらず、新しい発想を取捨選択
により改善していく。

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

マイナンバーカード業務の追加により、市民課全体の業務量が増加している。常に効率性
を考えていく必要がある。

有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
窓口のレイアウト変更により、窓口対応がスムーズになり、窓口での混雑が緩和されること
が予想される。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
必要経費のため、これ以上削減の余地はない。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

人口は合併時から見ると減しており、少子高齢化が進んでいる。
マイナンバーカードの普及により、交付事務の環境に変化があると思われる。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
住民基本台帳法の定めにより交付事務を行っている。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

2,200 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

転入者等 人 2,037 2,130 2,276 2,296

0 39,670 0 0

2,100 2,100 0

転出者等 人 2,275 2,213 2,373 2,486 2,200

活
動
指
標

78,000

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

人口 人 78,279 77,723 78,710 76,865 78,000 78,000

0 0

0 0 0 0 0 0 0

その他届出件数 件 4,612 3,770 2,845 3,202 3,800 3,800 3,800

1,752 1,550 1,550 1,550

転出届出件数 件 1,753 1,720 1,814 2,044

転入届出件数 件 1,504 1,556 1,724

1,700 1,700 1,700

3,825

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 8,626 7,492 4,125 4,125 3,825 3,825

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 8,550 7,425 4,125 4,125 3,825

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,825 3,825

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.510 3,825

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.550 4,125 0.510 3,825 0.510 3,825職員割合 千円 1.14 8,550 0.99 7,425 0.55 4,125

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 76 67 0

一般財源 千円 76 67 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

各種届出を受付し、異動処理をする。
⑥

活動
指標

転入届出件数 件
転出届出件数 件
その他届出件数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住所がある者
④

対象
指標

人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

各種届書を受理し、住所地番を正確に把握し、住民
の登録の適正化を図る。

⑤
成果
指標

転入者等 人
転出者等 人

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間市に住所のある者の、住民票異動
届出を受理する。  平成24年7月8日法
改正により、外国人の中長期在留者居
住地届出事務も行うことになった。

転入・転出・転居届出を受理し、異動票を交付したり、住民票の異
動処理を行う。

転入・転出・転居届出を受理し、異動票
を交付したり、住民票の異動処理を行
う。

転入・転出・転居届出を受理し、異動票
を交付したり、住民票の異動処理を行
う。

転入・転出・転居届出を受理し、異
動票を交付したり、住民票の異動処
理を行う。

事業費なし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 住民基本台帳法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

‐ 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
住民基本台帳各種届出受付審査事
務

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

埋火葬許可証発行件数 件 908 1,004 901 872

0 0 0 0

1,000 1,000 1,000

0 0 0 0 0

活
動
指
標

1,000

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

埋火葬許可件数 件 908 1,004 901 872 1,000 1,000

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

872 1,000 1,000 1,000

0 0 917 872

埋火葬許可証発行件数 件 908 1,004 901

930 930 930

900

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 825 1,500 930 930 900 900

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 825 1,500 930 930 900

他課の協力分 千円 0 0 0 0

900 900

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.120 900

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.124 930 0.120 900 0.120 900職員割合 千円 0.11 825 0.20 1,500 0.12 930

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

死亡届を受理し、許可証を交付する。
⑥

活動
指標

埋火葬許可証発行件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

死亡の届出をする者
④

対象
指標

埋火葬許可件数 件

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

死亡届出を受理し、埋火葬許可書を正確に発行す
る。

⑤
成果
指標

埋火葬許可証発行件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
死亡の届出をする者に対し、届出書の
受理審査と埋火葬許可の受付をし、許
可書を発行する。

死亡届出に基づき、死体埋火葬許可書を交付する。

死亡届出に基づき、死体埋火葬許可書
を交付する。

死亡届出に基づき、死体埋火葬許可書
を交付する。

死亡届出に基づき、死体埋火葬許
可書を交付する。

事業費なし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 墓地、埋葬等に関する法律・戸籍法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

‐ 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 埋火葬許可事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

1,800 1,800

再登録件数 件 1,007 1,153 997 947 1,000 1,000 1,000

1,000

成
果
指
標

証明書発行件数 件 27,596 27,368 27,386 24,133

再登録件数 件 1,007 1,153 997 947

27,000 27,000 27,000

新規登録件数 件 1,822 1,789 1,818 1,679 1,800

活
動
指
標

27,000

新規登録件数 件 1,882 1,789 1,818 1,679 1,800 1,800 1,800

対
象
指
標

証明書発行件数 件 27,596 27,368 27,386 24,133 27,000 27,000

1,000 1,000

0 0 0 0 0 0 0

再登録件数 件 1,007 1,153 997 947 1,000 1,000 1,000

24,133 27,000 27,000 27,000

新規登録件数 件 1,882 1,789 1,818 1,679

証明書発行件数 件 27,596 27,368 27,386

1,800 1,800 1,800

2,931

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 8,821 6,664 3,075 3,261 2,931 2,931

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 8,543 6,660 3,075 3,075 2,775

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,775 2,775

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.370 2,775

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.410 3,075 0.370 2,775 0.370 2,775職員割合 千円 1.14 8,543 0.89 6,660 0.41 3,075

186 156 156 156

156 156

事業費計（ア） 千円 278 4 0

一般財源 千円 278 4 0 0 156

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 186 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

印鑑登録することにより、個人の財産・権利を保護す
る。

⑥
活動
指標

証明書発行件数 件
新規登録件数 件
再登録件数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住民登録のある者
④

対象
指標

証明書発行件数 件
新規登録件数 件
再登録件数 件

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

財産保護を図りつつ、利用者に対しその証明書を 適
切に交付する。

⑤
成果
指標

証明書発行件数 件
新規登録件数 件
再登録件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
印鑑登録することにより、個人の財産を
保護する。  証明手数料　　　　　３００円
再交付手数料　 　　５００円

申請に基づき、印鑑登録をし、登録カードを発行し証明書を交付
する。

申請に基づき、印鑑登録をし、登録カー
ドを発行し証明書を交付する。

申請に基づき、印鑑登録をし、登録カー
ドを発行し証明書を交付する。

申請に基づき、印鑑登録をし、登録
カードを発行し証明書を交付する。

消耗品　186,429円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費000500000　印鑑登録・証明事務 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S49 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 印鑑登録・証明事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001072



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

限られた人数及び、スペースの中で、より効果的な職場環境になること
が予想される。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

大幅なレイアウトの変更 番号札をとった時に、音の出る大きめの
交付機を設置する。

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

マイナンバーカード業務の追加により、常に効率性を考えていく必要がある。有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
窓口のレイアウト変更により、窓口対応がスムーズになり、窓口での混雑が緩和されること
が予想される。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
必要経費のため、削減の余地がない。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

登録証の紛失による再登録者数が増加している。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
個人の印鑑登録は市町村の自治事務となっている。
印鑑証明は個人の財産を守るための大事な証明である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

2,300 2,300

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

転入者記載人数 人 11,207 5,818 2,276 2,296

0 0 0 0

2,300 2,300 2,300

転出者消除人数 人 3,292 2,455 2,373 2,496 2,300

活
動
指
標

78,000

世帯数 件 29,773 28,523 28,803 30,611 28,500 28,500 28,500

対
象
指
標

人口 件 78,279 77,723 77,351 77,815 78,000 78,000

0 0

その他 件 4,363 3,554 3,956 2,970 4,000 4,000 4,000

世帯変更 件 249 237 251 232 260 260 260

1,752 1,800 1,800 1,800

転出届出 件 1,753 1,720 1,814 2,044

転入届出 件 1,504 1,556 1,724

1,800 1,800 1,800

4,538

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 7,583 12,280 6,638 6,638 4,538 4,538

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 5,850 10,682 6,638 6,638 4,538

他課の協力分 千円 0 0 0 0

4,538 4,538

0

嘱託臨時 千円 0 1,379 0 0 0 0 0

0.605 4,538

時間外 千円 0 610 0 0 0 0

0.885 6,638 0.605 4,538 0.605 4,538職員割合 千円 0.78 5,850 1.16 8,693 0.89 6,638

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 1,733 1,598 0

一般財源 千円 1,733 1,598 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件
その他 件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

住所の異動に伴い、台帳を整備する。
⑥

活動
指標

転入届出 件
転出届出 件
世帯変更

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住所がある者
④

対象
指標

人口 件
世帯数 件

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

住所の異動申請に基づいて、住民票を正確に 作成
し、管理をする。

⑤
成果
指標

転入者記載人数 人
転出者消除人数 人

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間市に住民登録した者の個人情報の
管理を行う。

住民基本台帳の管理を行う。

住民基本台帳の管理を行う。 住民基本台帳の管理を行う。 住民基本台帳の管理を行う。

事業費なし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 住民基本台帳法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

‐ 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 住民基本台帳記載整備事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

カード発行件数 件 254 218 287 77

0 0 0 0

0 0 0

認証サービス件数 件 137 131 175 53 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

人口 人 79,161 77,723 78,710 76,865 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

77 0 0 0

件 137 131 175 53

カード発行件数 件 254 218 287

0 0 0

2,925

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 8,529 1,385 5,978 6,263 2,925 2,925

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 4,425 338 3,825 3,825 2,925

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,925 2,925

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.390 2,925

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.510 3,825 0.390 2,925 0.390 2,925職員割合 千円 0.59 4,425 0.05 338 0.51 3,825

2,438 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 4,104 1,047 2,153

一般財源 千円 4,104 1,041 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 2,153 2,432 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 3

県支出金 千円 0 6 0 3 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

住基カードの発行交付及び公的個人認証の交付。
⑥

活動
指標

カード発行件数 件
件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住所がある者
④

対象
指標

人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

カード発行件数 件
認証サービス件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
全国の自治体の住民基本台帳をネット
ワーク化している。 平成27年12月末まで
は申請に基づいて住基カードを発行交
付及び公的個人認証の交付を行う。  住
基カード発行手数料　　　　　　500円

平成28年度よりマイナンバー事業へ移
行する。

平成27年10月に、マイナンバーが全市民に通知され、28年1月に
カード申請者 に個人番号ｶｰﾄﾞを交付する。 交付システム等の保
守管理。

2,434,474円
消耗品費　163,558円　保守委
託料　1,035,828円　使用料及
び賃借料　1,235,088円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費000400000　住基ネットワークシステム管理事業 根拠法令 住民基本台帳法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H16 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

県補助
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 住基ネットワークシステム管理事業
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001104



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称 マイナンバー制度

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

マイナンバー制度への移行

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

590 590

0 0 0 448 0 0 0

0

成
果
指
標

新戸籍編成数 件 617 594 589 557

0 0 0 0

600 600 600

戸籍全部消除件数 件 616 581 592 462 590

活
動
指
標

36,063

本籍人口数 人 87,267 86,729 86,280 85,769 86,729 86,729 86,729

対
象
指
標

本籍数 件 35,050 36,063 35,060 35,017 36,063 36,063

0 0

0 0 0 0 0 0 0

他市町村からの送付分 件 1,491 1,500 1,358 1,413 1,500 1,500 1,500

1,323 2,150 2,150 2,150

非本籍人届出受理 件 368 361 388 299

本籍人届出受理 件 2,181 2,144 2,163

360 360 360

12,998

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 18,451 16,021 18,642 15,021 12,998 12,998

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 12,450 9,473 1,950 2,025 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 615 0 0 0 0

0.270 2,025 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 1.66 12,450 1.18 8,858 0.26 1,950

12,996 12,998 12,998 12,998

1,897 1,897

事業費計（ア） 千円 6,001 6,548 16,692

一般財源 千円 6,001 6,548 0 0 1,897

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 16,692 12,996 11,101 11,101 11,101

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

戸籍ｼｽﾃﾑを適切に管理し、戸籍事務をスムーズに
行う。

⑥
活動
指標

本籍人届出受理 件
非本籍人届出受理 件
他市町村からの送付分

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に戸籍の届出をする者
④

対象
指標

本籍数 件
本籍人口数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

受理した届書を、速やかに処理をする。
⑤

成果
指標

新戸籍編成数 件
戸籍全部消除件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
戸籍管理のために、電算システムを構築
してし、戸籍を安全に更新管理保管して
いる。

　戸籍システムを適切に管理し、戸籍事務を行う。 　住民基本台
帳法１９条４項による、戸籍ｼｽﾃﾑと住基ネットｼｽﾃﾑの連携を図
る。

戸籍システムを適切に管理し、戸籍事務
を行う。 　住民基本台帳法１９条４項によ
る、戸籍ｼｽﾃﾑと住基ネットｼｽﾃﾑの連携
を図る。

戸籍システムを適切に管理し、戸籍事務
を行う。 　住民基本台帳法１９条４項によ
る、戸籍ｼｽﾃﾑと住基ネットｼｽﾃﾑの連携
を図る。

戸籍システムを適切に管理し、戸籍
事務を行う。 　住民基本台帳法１９
条４項による、戸籍ｼｽﾃﾑと住基ネッ
トｼｽﾃﾑの連携を図る。

委託料　1,982,880円
使用料及び賃借料　11,013,408
円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費001300000　戸籍システム管理事業 根拠法令 戸籍法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S22 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独 法務省
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 戸籍システム管理事業
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001103



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

510 510

死産届出件数 件 9 9 1 8 8 8 8

940

成
果
指
標

出生・死亡届出件数 件 1,470 1,420 994 869

死亡届出件数 人 902 879 590 484

1,460 1,470 1,480

婚姻・離婚届出件数 件 461 506 387 374 510

活
動
指
標

78,000

出生届出件数 人 568 541 404 385 540 540 540

対
象
指
標

人口 人 78,279 77,723 77,351 76,865 78,000 78,000

920 930

0 0 0 0 0 0 0

死産届出件数 件 9 9 1 15 8 8 8

869 1,460 1,470 1,480

婚姻・離婚届出件数 件 461 506 387 374

出生・死亡届出件数 件 1,470 1,420 994

510 510 510

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 1,950 248 1,200 1,200 0 0

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 1,950 248 1,200 1,200 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.160 1,200 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.26 1,950 0.03 248 0.16 1,200

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

届書に基づいて人口動態調査票を作成し、保健所
に 送達する。

⑥
活動
指標

出生・死亡届出件数 件
婚姻・離婚届出件数 件
死産届出件数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

出生・死亡・婚姻・離婚 及び死産の届出書。
④

対象
指標

人口 人
出生届出件数 人
死亡届出件数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

届書に基づいて、人口動態表を正確に作成し、 期
限内に保健所に提出する。

⑤
成果
指標

出生・死亡届出件数 件
婚姻・離婚届出件数 件
死産届出件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
届書に基づいて人口動態調査票を作成
し、保健所に送達する。

届書を受理した後に戸籍記載をし、人口動態調査票を作成し、前
月１５日から毎月１４日までの分を１９日頃までに送付する。

届書を受理した後に戸籍記載をし、人口
動態調査票を作成し、前月１５日から毎
月１４日までの分を１９日頃までに送付す
る。

届書を受理した後に戸籍記載をし、人口
動態調査票を作成し、前月１５日から毎
月１４日までの分を１９日頃までに送付す
る。

届書を受理した後に戸籍記載をし、
人口動態調査票を作成し、前月１５
日から毎月１４日までの分を１９日頃
までに送付する。

事業費なし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 戸籍法・人口動態調査令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S22 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

県補助 厚生労働省
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 人口動態調査事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

交付件数 件 1,701 1,327 1,285 1,279

0 0 0 0

1,500 1,500 1,500

0 0 0 0 0

活
動
指
標

1,500

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

交付件数 件 1,701 1,327 1,285 1,279 1,500 1,500

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

1,279 1,500 1,500 1,500

0 0 0 0

交付件数 件 1,701 1,327 1,285

0 0 0

3,935

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 5,160 4,641 5,712 5,530 3,935 3,935

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,300 3,018 3,814 3,649 2,010

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,010 2,010

0

嘱託臨時 千円 0 1,270 1,744 1,579 0 0 0

0.268 2,010

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.276 2,070 0.268 2,010 0.268 2,010職員割合 千円 0.44 3,300 0.23 1,748 0.28 2,070

1,881 1,925 1,925 1,925

800 800

事業費計（ア） 千円 1,860 1,623 1,898

一般財源 千円 1,860 1,623 773 740 800

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 1,125 1,141 1,125 1,125 1,125

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

窓口で申請書を審査受理し、パスポートセンターに
書類を送付し、送付されてきたパスポートを窓口で
交付する。

⑥
活動
指標

交付件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に居住する者
④

対象
指標

交付件数 件

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間市に居住している者に対して、申請に応じて パ
スポートを期限内に発行する。

⑤
成果
指標

交付件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
一般旅券の申請を審査し、県へ送付し
作成されたパスポートを交付する。  １０
年用パスポート　　　１６，０００円 　５年用
パスポート　　　１１，０００円 記載事項変
更パスポート　　６，０００円 子供用パス
ポート　　　　　６，０００円

申請書受理、審査し県へ送達、作成されたパスポートを窓口で交
付する。

申請書受理、審査し県へ送達、作成され
たパスポートを窓口で交付する。

申請書受理、審査し県へ送達、作成され
たパスポートを窓口で交付する。

申請書受理、審査し県へ送達、作成
されたパスポートを窓口で交付す
る。

1,881,396円
内訳　　社会保険料　220,597円
賃金　1,501,610円 　　消耗品
費　14,604円 使用料及び賃借
料   144,585円

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費000600000　旅券事務 根拠法令 旅券法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H21 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 旅券事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001094



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

カード発行件数 枚 0 0 0 1,411

0 0 0 0

5,000 8,000 12,000

0 0 0 0 0

活
動
指
標

78,000

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

人口 人 0 0 78,710 76,865 78,000 78,000

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 7,500 15,500 27,500

0 0 0 0

カード発行件数（累計） 枚 1,411 0 0

0 0 0

5,800

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 3,584 29,574 5,800 5,800

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 3,000 3,000 3,000

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,000 3,000

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.400 3,000

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.400 3,000 0.400 3,000 0.400 3,000職員割合 千円 0.00 0 0.00 0 0.40 3,000

26,574 2,800 2,800 2,800

2,800 2,800

事業費計（ア） 千円 0 0 584

一般財源 千円 0 0 0 0 2,800

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 2,943 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 584 23,631

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

住基カードから個人番号カードへの切替の申請案
内、交付設定。住基ネットワークの保守及び職員の
個人情報に対するリスク管理の実践。

⑥
活動
指標

カード発行件数（累計） 枚

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住所がある者
④

対象
指標

人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

個人番号カードの早期普及を目指し社会的な利便
性の向上に努めると共に個人情報漏洩のない厳重な
体制での運営を図る。

⑤
成果
指標

カード発行件数 枚

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
社会保障・税番号制度（マイナンバー制
度）導入に伴い、住基システムを改修
し、平成27年10月からはマイナンバー制
度の施行に伴い全市民に通知カード送
付と個人番号カードの早期普及を目指
し社会的な利便性の向上に努める。

　全市民に、番号を通知が届く手配をする。 　マイナンバーカード
を申請者にを交付する。

１０月、及び１月に
施行されるマイナン
バー制度に適応で
きるように住基ネット
ワークシステムの改
修を遅滞なく完了さ
せる。

マイナンバーカードの有効性を啓発し発
行枚数を増やす。 交付システム等の保
守管理。

マイナンバーカードの有効性を啓発し発
行枚数を増やす。 交付システム等の保
守管理。

マイナンバーカードの有効性を啓発
し発行枚数を増やす。 交付システム
等の保守管理。

26,574,249円
内訳　　社会保険料　221,712円
賃金　2,276,960円　　普通旅費
18,640円　　消耗品費　112,513
円　　役務費　25,441円　委託
料　9,052,299円　　工事請負費
33,372円
備品購入費　757,404円　　交付

02　総務費 03　戸籍住民基本台帳費01　戸籍住民基本台帳費000700000　社会保障・税番号制度システム整備事業（窓口G） 根拠法令 番号法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　

H26 ‐ 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率 10/10

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

国補助
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
社会保障・税番号制度システム整備
事業（窓口Ｇ）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001096



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

カードの発行件数 枚 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

人口 人 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 1,411 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

1,411 7,500 15,500 27,500

0 0 0 0

カードの発行累計 枚 0 0 0

0 0 0

11,352

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 0 11,143 11,252

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 0 0 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.000 0 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00 0 0.00 0 0.00 0

0 11,143 11,252 11,352

11,200 11,300

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 5,119

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 52 52 52

5,972 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑥
活動
指標

カードの発行累計 枚

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住所がある者
④

対象
指標

人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

マイナンバーカードの早期普及を目指し社会的な利
便性の向上に努めるとともに個人情報漏洩の内厳重
な体制での運営を図る。

⑤
成果
指標

カードの発行件数 枚

○
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
住基ネットワークシステム等に関する保
守管理及び、マイナンバー法施行に伴
う、個人番号の付番、通知カード、マイナ
ンバーカードの交付、更新事務、記載事
項の追記事務、さらに個人認証に関する
委任事務を行い、マイナンバーカードの
早期普及を目指し社会的な利便性の向
上に努める。

-

マイナンバーカードの有効性を啓発し発
行枚数を増やす。住基ネットワークシス
テム等の保守管理。

マイナンバーカードの有効性を啓発し発
行枚数を増やす。住基ネットワークシス
テム等の保守管理

マイナンバーカードの有効性を啓発
し発行枚数を増やす。住基ネット
ワークシステム等の保守管理

根拠法令 マイナンバー法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○

‐ H28 共催者・関係団体
小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 新規

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 　

国補助 10/10
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名 マイナンバー制度事業
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 0 財会事業コード 0



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

人員増及び窓口レイアウト変更により、市民に対しても効率的なサービ
ス提供ができるようになることが予想される。

資源配分 拡  　　　　　充

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

- -

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

窓口のレイアウト変更により、窓口対応はある程度スムーズになるが、常に効率性を考えて
いく必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
マイナンバーの取扱いについては厳格な取決めがあり、市町村の工夫により簡素化ができ
るものではなく、本人確認作業や住所異動等による新たな事務処理が発生し、現行の職
員数での対応に苦慮している。
臨時職員による事務処理には限りがあり、来庁する市民に対しても好ましくない状況であ
る。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
必要経費のためこれ以上の削減余地はない。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

平成27年度10月にマイナンバー法が施行され、国からの各世帯に通知カードの送付がされたことにより、現行していた住民基本台帳カードの交付
に変わり、マイナンバーカードの申請、交付が始まった。マイナンバー関連の取扱いには厳格な本人確認や、情報の遺漏に十分な注意が必須であ
り、住所異動による、通知カード及びマイナンバーカードの事務処理量も非常に多く現行での職員数による対応に苦慮している。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
日本国で一斉に開始した事業であり、公平・公正な社会の実現、国民の利便性の実現、
行政の効率化には不可欠な事業となっている。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

地区別利用割合「城里町」 ％ 3 1 3 1 0 0 0

0

成
果
指
標

地区別利用割合「笠間市」 ％ 86 88 87 84

城里町（旧七会）人口 人 2,135 2,100 2,075 1,976

85 85 85

地区別利用割合「水戸市」 ％ 9 10 8 13 0

活
動
指
標

78,000

水戸市（旧内原）人口 人 15,000 15,366 15,390 15,500 0 0 0

対
象
指
標

笠間市人口 人 78,279 77,723 77,351 76,865 78,000 78,000

0 0

区域外利用「火葬・通夜・告別」 延べ件 29 23 32 33 0 0 0

城里町民（旧七会）利用「火葬・通夜・告別」 延べ件 57 37 48 33 0 0 0

1,354 1,400 1,400 1,400

水戸市民（旧内原）利用「火葬・通夜・告別」 延べ件 132 147 132 176

笠間市民利用「火葬・通夜・告別」 延べ件 1,399 1,378 1,422

0 0 0

100,025

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 153,755 160,059 162,492 172,414 148,239 172,414

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 75 0 0 0 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.000 0 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.01 75 0.00 0 0.00 0

172,414 148,239 172,414 100,025

172,414 100,025

事業費計（ア） 千円 153,680 160,059 162,492

一般財源 千円 153,680 160,059 162,492 172,414 148,239

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

延べ件
区域外利用「火葬・通夜・告別」 延べ件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

仮予約の確認をして
斎場に利用の有無、日時を予約確認をして正しい情
報での許可証を発行した。

⑥
活動
指標

笠間市民利用「火葬・通夜・告別」 延べ件
水戸市民（旧内原）利用「火葬・通夜・告別」 延べ件
城里町民（旧七会）利用「火葬・通夜・告別」

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

斎場利用希望者
④

対象
指標

笠間市人口 人
水戸市（旧内原）人口 人
城里町（旧七会）人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

笠間地方広域事務組合の運営維持費を負担するこ
とにより、斎場の利用者の利便性を図る。

⑤
成果
指標

地区別利用割合「笠間市」 ％
地区別利用割合「水戸市」 ％
地区別利用割合「城里町」 ％

○
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間市・水戸市（旧　内原町）・城里町
（旧七会村）で構成する「笠間地方広域
事務組合」である。負担金については各
市町村の均等割合、人口割合及び利用
実績割合により決定され笠間市から運営
費として負担金を支出し、利用希望者に
埋火葬許可証及び斎場使用許可証の
発行をする。

笠間地方広域事務組合からの請求により分担金を支出し、火葬
等の予約確認をし、正しい情報での埋火葬許可証及び斎場使用
許可証の発行をする。

笠間地方広域事務組合からの請求によ
り分担金を支出し、火葬等の予約確認を
し、正しい情報での埋火葬許可証及び
斎場使用許可証の発行をする。

笠間地方広域事務組合からの請求によ
り分担金を支出すし、火葬等の予約確
認をし、正しい情報での埋火葬許可証
及び斎場使用許可証の発行をする。

笠間地方広域事務組合からの請求
により分担金を支出し、火葬等の予
約確認をし、正しい情報での埋火葬
許可証及び斎場使用許可証の発行
をする。

負担金　172,414,000円

04　衛生費 01　保健衛生費 05　環境衛生費 002100000　笠間地方広域事務組合事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

S51 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 01　斎場の運営管理

　
補助率

小政策 01　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 笠間地方広域事務組合事業
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 07　斎場・墓地

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1003811



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

4,800 4,800

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

住民票等交付件数 件 0 0 0 0

0 0 0 0

5,400 7,200 7,200

印鑑証明書交付件数 件 0 0 0 0 3,600

活
動
指
標

3,900

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

個人番号カード交付件数 件 0 0 0 0 3,900 3,900

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 5,400 7,200 7,200

印鑑証明書交付件数 件 0 0 0 0

住民票等交付件数 件 0 0 0

3,600 4,800 4,800

14,566

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 0 0 7,500 23,394 10,926

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 0 0 7,500 7,500

他課の協力分 千円 0 0 0 0

7,500 7,500

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.000 7,500

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.000 7,500 1.000 7,500 1.000 7,500職員割合 千円 0.00 0 0.00 0 0.00 0

0 15,894 3,426 7,066

3,426 3,426

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 13,154

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 2,740 0 3,640

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

コンビニエンスストア及び庁内設置マルチコピー機よ
り、各種証明書を交付できることにより、市民の利便
性の向上を図る。

⑥
活動
指標

住民票等交付件数 件
印鑑証明書交付件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間市に住民登録があり、かつ個人番号カードを取
得している方

④
対象
指標

個人番号カード交付件数 件

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

コンビニエンスストア及び庁内設置マルチコピー機よ
り、各種証明書を交付できることにより、市民の利便
性の向上を図る。

⑤
成果
指標

住民票等交付件数 件
印鑑証明書交付件数 件

○
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
　平成27年10月5日に施行される番号法
に伴い、平成28年1月より希望者に交付
される「個人番号カード」を活用して、コ
ンビニエンスストア等で、各種の証明書
の交付が受けられる「コンビニ交付」を導
入することにより、市民の多様化する生
活様式に対応した証明書交付サービス
を提供し、市民の利便性向上を図るとこ
とができる。 　また、市役所本所にコンビ
ニ交付と同じ発行機能を備えたマルチコ
ピー機を設置することにより、証明書発
行の待ち時間解消とコンビニ交付の普
及促進と事務改善を図ると共に、マルチ
コピー機のコピー機能を活用することに
より、以前から要望のありましたコピー
サービスが実施でき、市民サービスの更
なる向上に努めることができる。

導入に伴うシステム構築 １．証明書コンビニ
交付事業 　　　導
入に伴うシステム構
築  ２．証明書自動
交付機導入 　　　シ
ステム構築 　　　機
器購入契約

準備、試験を経て、7月1日サービス開始 サービス継続 サービス継続

１．証明書コンビニ交付事業
平成27年度は0円（平成27年～
28年の債務負担行為にて、9月
補正にて予算要求済み）  ２．証
明書自動交付機導入 　　　平成
27年度は0円（平成27年～28年
の債務負担行為にて、9月補正
にて予算要求済み）

根拠法令 行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 社会保障・税番号制度事業

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ―

‐ ‐ 共催者・関係団体
地方公共団体情報シ
ステム機構（J-LIS)小施策 05　電子自治体の推進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 　

市単独
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名 証明書コンビニ交付事業
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 市民課【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001099



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

マイナンバーカードを利用した事業は国で推奨しており、今後の各自
治体ごとの施策が生まれてくると思われる。
そのひとつの施策として自動交付機の設置が考えられる。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

-

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

マイナンバーカードの取得率の向上 平成28年度にコンビニ交付、本庁内に
自動交付機の設置。

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

マイナンバーカードの取得率の向上が鍵になると思われる。有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
市民に対するメリットは大きいと思われる。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

番号法の成立により、国は今後多くのメニューを提示してくると思われる。各種メニューを活用するためには、個人番号カード取得が原則となる。ま
た、市独自の利用メニューの設定についても検討し、親しまれ、利用されるカードにすることが、取得率の向上に繋がるものと考える。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である
マイナンバーカードの申請率によっては、友部、岩間地区交流センターへの自動交付機
の設置については再度検討するものとする。

■ 見直しの余地がある


